　ようやく厳しい暑さもおさまり、秋らしさが感じられる頃となりましたが、皆様におかれてはご健勝でご活躍のこととお慶び申しあげます。

私は、去る７月６日付けの総務省の人事異動により、第４３代自治大学校長を拝命いたしました椎川（しいかわ）と申します。今後何かとお付き合いをいただくことになりますが、よろしくお願い申し上げます。

　 本日は、私の自治大学校運営や公務員の人材育成、研修などに関する考えの一端をお伝えし、是非ともご理解とご賛同を得て、皆様と一緒にこれらについて様々な角度から検討を加え、在任期間中に少しでも改革、改善が出来ましたら、この上ない幸せと考え、お手紙を差し上げることといたしましたので、よろしくご協力のほどお願い申し上げます。

　 さて、私はこれまでの公務員生活約３２年間に、地方公共団体に約１０年間、総務省自治財政局（自治省財政局）に約１５年間、消防庁に約３年間（その間にアメリカのFEMA（アメリカ連邦政府危機管理局）に人事院の在外研究員として半年間）、国際室長として約１年半、内閣府大臣官房審議官（経済社会システム担当）として約１年半などの勤務をしてまいりました。その間、大小さまざまではありますが、常に自分の担当する仕事について、国民や地域住民の視点に立って虚心坦懐にゼロベースで検討を加え、改革や改善の必要性があると考えた場合には、これまでの慣例などを打ち破ることを恐れずに、それを実践してきたつもりです。
たとえば、国においては、消防庁時代には、救助業務の法制化、救急業務において応急手当を実施出来る根拠法の改正、国際消防救助隊の創設と海外派遣、FEMAと日本の消防防災機関との交流などを、自治財政局時代には、共同発行市場公募債や住民参加型ミニ公募債の創設、新たな地方公共団体財政健全化法や地方公営企業等金融機構法の制定などを手がけてきました。また、内閣府時代には、地方制度改革、財政制度改革、総人件費改革を担当するかたわら、「国と地方の行革コンペ」を構想し実施に移してきました。地方公共団体においては、全国に先駆けた高度情報通信網整備構想の策定、県立大学の創立と東京からの学長の招聘、遠隔地における出前県庁方式による住民対話の実施、国に先駆けた市町村合併や行革・広域連携を推進するための完全議事録公開型の審議会運営、消費税導入時の電算システムによる先進的予算編成、知事以下幹部職員の審査による職員参加型アイデア事業予算の実施などに取り組んできました。
　 今回、自治大学校長に就任して、まず、自分のこれまでの知識と経験のすべてをかけて、自治大学校の５０有余年の歴史と伝統を大切に守りながら、時代の変化に即応した新たな価値の創造に向けて、サービスの質の向上や経営改革に取り組んでいきたいと考えています。また、自治大学校は、顧客である研修生の皆さん、研修生の派遣をしていただいている地方公共団体の首長の方々、外部から講師で来ていただいている先生方すべてに対して、どんな些細なことであってもないがしろにせずに、日夜そのサービスの向上に努めていかなければいけないとも考えています。次に、公務員の人材育成や研修のあり方について、特に、民間企業における先進的システムの導入、人事評価などとの関連性の持たせ方、使用者である首長と職員である公務員との間の責任分担のあり方、各地方公共団体の研修機関と自治大学校、大学、大学院、民間研修機関などとの効果的な連携方策、各地方公共団体の人材育成や研修システムの一層の体系化とその中における自治大学校の役割の明確化とこれまで以上に積極的に活用いただくための方策などについて、有識者や皆様方のご意見を拝聴しながら鋭意検討を加え、改革や改善をすべき点があれば、スピード感をもって取り組んで参りたいと考えています。　 
このような考え方に基づき、早速、自治大学校の施設視察や体験聴講、有名講師陣による特別講義や一般開放講義、サービス改善に関する意見募集などに取り組んでいくことといたしました。皆様には一度是非早い機会に自治大学校にお越しいただき、その高度な研修内容、恵まれた環境、そして我々スタッフの研修や人材育成に対する熱意や考え方などをご体感いただき、人材育成や研修の体系の見直し、研修生の自治大学校への派遣などによる継続的かつ計画的な人材育成の実施について、これまで以上のご高配を賜りますようお願い申し上げます。
　 今日、全世界規模で、昼も夜もなく、地域間競争が繰り広げられていますが、それに打ち勝ち、生き残っていくためには、なんといっても人材育成や研修が重要であることについては、改めて申し上げる必要もありません。しかし、財政状況が厳しい折、また定員削減などの行政改革について懸命のお取り組みいただいている折から、大変ご苦労も多いのではないかと拝察いたします。そのような中で、小泉前総理が所信表明演説で引用された「米百俵」の例え話をもう一度想起していただき、今いくら苦しい状況にあるからといって、安易に人材育成にかかる経費や人員を削減するのではなく、むしろ、職員定数を１割削減するならば、職員一人一人の生産性を１割以上向上させなければならないとの考え方により対処いただくようお願いいたします。最近の自治大学校への研修生派遣の実績を見ていますと、特に市町村において、どうしても財政的にやや余裕のある地方公共団体からの派遣が多いように感じられ、人材育成や研修にこのような格差が生じると、将来、地域力格差の拡大に一層の拍車をかけることになりかねないのではないかという大きな懸念を抱いています。そういう観点からも、是非とも「米百俵」の精神をもって、人材育成や研修に一層力を入れてお取り組みいただくようお願い申し上げます。
私どもといたしましても、常に研修課程や研修科目を時代の変化に即応したものに見直していくつもりであり、特に、来年度は新しい地方分権時代に向けて、改革マインドに富んだ、そして地域力創造や最新の地域経営改革の手法を身につけた即戦力となる人材を育成するための3週間程度の新しい研修コースを作るべく、現在鋭意検討を加えているところであります。今後、こういったことにつき随時情報を提供させていただきながら、年内にはその最終的内容を皆様にお示しし、正式に研修生の募集を行う予定としているところではありますが、是非この機会にご承知おきいただき、早めに研修生の追加的派遣についてご検討をいただければ幸いに存じます。
　　最後になりますが、私どもは立川の地にある自治大学校の中に閉じこもって、待ちの姿勢でいるのではなく、皆様のご都合の良いときであれば、平日に限らず積極的に出向いて行き、意見交換を行ったり、また出前講義（話）を行ったりしていきたいと考えています。ご希望がありましたら、どうか遠慮なくご相談いただきますようお願い申し上げます。

　 大変、長文になりましたが、私の自治大学校長就任に当たっての考えの一端を申し述べさせていただき、また皆様方の人材育成や研修に対するお取り組みの一層の充実、強化をお願い致しまして、ご挨拶とさせていただきます。

関係各位様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 １９　年　９　月　吉日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治大学校長　椎　川 　忍

　

（ご参考）
　　ご関心のある方は、私個人のホームページやブログに地方行財政全般にわたる個人的意見、プロフィールなどを掲載していますのでご覧いただければ幸いです。（8月21日に総務省で開催された全国総務部（局）長会議における発言要旨もホームページに掲載しております）
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